
⑵　一般会計＜歳入＞

　　①　歳入の内訳

　　②　市税の内訳

24,582,639
15,973,744
7,876,784
8,488,570

208,883,958

国庫支出金 

1,275億9,779万8千円 

20.2％ 

地方交付税 

428億385万4千円 6.8％ 

市債 

744億6,690万円 

  11.8％ 

諸収入 

390億5,557万6千円 6.2％ 

繰入金 

277億8,567万8千円 4.4％ 

地方消費税交付金 

223億8,294万円 3.5％ 

県支出金 

265億7,138万円 4.2％ 

使用料・手数料その他 

376億1,106万5千円 6.0％ 

県民税所得割臨時交付金 

234億5,495万7千円 3.7％ 

市税 

2,097億 

6,202万7千円 

33.2％ 

個人市民税 

748億3,827万3千円 

35.7％ 

法人市民税 

227億 

2,721万9千円 

10.8％ 

都市計画税 

161億9,669万8千円 7.7％ 

市たばこ税 

74億8,179万2千円 3.6％ 

事業所税その他 

87億6,737万8千円 4.2％ 

市民税 

975億6,549万2千円 46.5％ 

固定資産税 

797億 

5,066万7千円 

38.0％ 

 市 税 

  2,097億 

  6,202万7千円 

  歳 入 

6,314億 

9,217万5千円 
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⑶　一般会計＜歳出＞

　　①　歳出〔目的別〕の内訳

　　②　歳出〔性質別〕の内訳

 
 

 
 

総務費 

458億4,294万7千円 7.3％ 

商工費 

177億8,388万2千円 2.8％ 

消防費その他 

361億5,070万2千円 5.8％ 

民生費 

1,969億 

5,723万7千円 

31.4％   歳出(目的別） 

 

    6,276億 

    6,485万円 

教育費 

927億 

718万1千円 

14.8％ 

土木費 

923億 

5,716万5千円 

14.7％ 

衛生費 

648億 

2,334万2千円 

10.3％ 

公債費 

794億 

7,039万6千円 

12.7％ 

 歳出(性質別） 

 

   6,276億 

   6,485万円 

人件費 

1,368億 

4,001万 

9千円  

21.8％ 

扶助費 

1,388億 

 9,045万8千円 

       22.1％ 

普通建設事業費 

705億3,171万9千円 

11.2％ 

繰出金 

411億1,810万7千円 6.6％ 

公債費 

792億 

4,795万 

7千円  

12.6％ 

貸付金その他 

314億5,808万6千円 5.0％ 

64.5％ 

消 

費 

的 

費 

経 
経費 

投資的 

11.3％ 

その他 

24.2％ 

※扶助費 

 
 

※補助費等 
 報償費（報償金及び賞

賜金）、役務費のうちの

各種保険料、負担金・補

助及び交付金（人件費及

び事業費に計上されてい

る以外のもの）、補償・

補塡及び賠償金（事業費

に計上されている以外の

もの）、償還金・利子及

び割引料（公債費に計上

されている以外のもの）、

寄附金、公課費 

 最低限の生活維持

を図る目的で支出さ

れる経費で、生活保

護法、児童福祉法、

老人福祉法、被爆者

援護法等各種法令に

基づき被扶助者に対

して支給する費用及

び地方公共団体が単

独で行っている各種

扶助に要する経費 

 
 

※普通建設事業費 
 道路・橋りょう、学校、

庁舎等公共用又は公用施設

の新増設等の建設事業に要

する投資的経費 

※公債費 
 地方債の元利償還

金、一時借入金の利

子の合算額（ただし、

公債諸費［発行手数

料、消耗品等に要す

る経費］を除いた経

費） 

物件費 

維持補修費 

711億6,536万8千円 

11.4％ 

議会費 

15億7,199万8千円 0.2％ 

補助費等 

579億2,033万1千円 

9.2％ 

災害復旧事業費 

4億9,280万5千円 

0.1％  
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６　市民１人当たりの金額
　　　　《人口：119万3,556人(外国人を含む。)　平成30年3月31日現在》

　一般会計（歳出）

☆民生費 16万 5,000円

（福祉の充実）

☆教育費 7万 7,700円

（学校・社会教育の充実）

☆土木費 7万 7,400円

（道路・公園整備など）

☆公債費 6万 6,600円

（借入金の返済）

☆衛生費 5万 4,300円

（保健・医療の充実）

☆総務費 3万 8,400円

（コミュニティの振興など）

☆商工・農林水産業費 1万 8,200円

（各種産業の振興）

☆議会費 1,300円

（議会の運営）

☆消防費その他 2万 7,000円

（消防・救急の強化など）

《52万5,900円》の内訳

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

52万 
 5,900円 

 

17万 
 5,700円 

91万 
 6,300円 

 

一般会計 
(歳出) 

税負担額 市債現在高 

万円 
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７　企業会計の決算

                  
                                 用 語 解 説 
 
・ 収益的収支とは、一事業年度の企業の経営活動に伴って発生する全ての収益と費用を 
 表す。 
 
・ 資本的収支とは、建物・施設の建設といった支出の効果が次年度以降に及ぶものや、 
 企業債の元金償還などの費用とその財源となる収入を表す。 
 
  なお、資本的支出が収入を上回る部分は、収益的支出のうち現金支出を伴わない減価 
 償却費などで補塡する。 

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

収益的収入 

収益的支出 

資本的収入 

資本的支出 

収益的収入 収益的支出 資本的収入 資本的支出 

255億1,288万7千円 

229億4,820万7千円 

41億5,646万4千円 

124億7,868万4千円 

444億8,801万9千円 

469億560万1千円 

375億9,095万円 

557億5,406万6千円 

21億3,758万6千円 

21億3,832万7千円 

 2億1,820万2千円 

 2億7,124万9千円 

38億2,096万6千円 40億2,927万9千円 2億8,998万7千円 3億3,076万4千円 15億482万5千円 15億482万5千円 2億8,494万8千円 2億9,170万5千円 

水  道 

下 水 道 

舟入病院 安芸市民病院 

億円 

収益的収入 

収益的支出 

資本的収入 

資本的支出 

収益的収入 

収益的支出 

資本的収入 

資本的支出 
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８　健全化判断比率等について

　　地方公共団体の長は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、地方公共団体の財政の健
　全性に関する各比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率及び資金不足比率）
　について、その算定の基礎となる事項を記載した書類とともに監査委員の審査に付し、その意見を付けて議
　会に報告し、かつ、公表することになっている。
　　地方公共団体の財政の健全性に関する各比率が、早期健全化基準に達すると「財政健全化計画」（公営企
　業は経営健全化基準に達すると「経営健全化計画」）を、財政再生基準に達すると「財政再生計画」をそれ
　ぞれ策定し、財政の健全化等に取り組む必要がある。
　　本市の平成29年度決算に基づく各比率は、いずれも基準値に達していない。

　⑴　健全化判断比率

（単位：％）

※　実質赤字比率：一般会計等（一般会計と住宅資金貸付など８つの特別会計）を対象とした実質赤字の標準財
　　　　　　　　　政規模に対する比率
※　連結実質赤字比率：全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
※　実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対す
　　　　　　　　　　る比率
※　将来負担比率：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率

　⑵　資金不足比率

（単位：％）

※　資金不足比率：公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

　⑶　健全化判断比率等の推移

（単位：％）

H21 22 23 24 25 26 27 28 29

15.7 15.6 16.0 15.9 15.6 15.4 15.0 14.7 13.8

260.9 251.3 239.9 238.7 228.2 228.0 223.9 222.8 199.6

　・　実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、いずれの年度においても実質赤字は生じていない。
　・　資金不足比率については、対象となる全ての特別会計について、いずれの年度においても資金不足
　　は生じていない。

実質赤字比率

―  

11.25

20.00

資金不足比率

区　分

平 成 29 年 度

早 期 健 全 化 基 準

(自主的かつ計画的に財政の健全化

を図ることが必要となる基準 )
財 政 再 生 基 準

( 自 主 的 な 財 政 の 健 全 化 が

困 難 と み な さ れ る 基 準 )

中央卸売市場、国民宿舎湯
来ロッジ等、開発、水道、
下水道、安芸市民病院

特
別
会
計
名

連結実質赤字比率 実質公債費比率

―  

将来負担比率

199.6

25.0

13.8

35.0

400.0

20.00

区　分

実質公債費比率

将来負担比率

16.25

30.00

経 営 健 全 化 基 準

(公営企業において早期健全化

段階になるとみなされる基準 )

区　分

―  

(実質赤字は生じていない) (同左) 

(いずれの会計についても 

資金不足は生じていない) 
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◎　各比率について

・ 実質赤字比率
【一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率】
    一般会計等の赤字が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示す。
    この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となる。

一般会計等の実質赤字額
標準財政規模

・ 連結実質赤字比率
【全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率】
    全会計の赤字が、一般会計等の標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示す。
    この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となる。

連結実質赤字額
標準財政規模

・ 実質公債費比率
【一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率】
    一般会計等が単年度で返済する必要のある借金が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示す。
    この比率が高くなるほど、財政の硬直化が進行し、新たな政策への予算配分が困難になるなど、行財政運営の自由
  度が下がることになる。

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－
  実質公債費比率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(特定財源+元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)
  （３か年平均） 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
　※　準元利償還金：公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出金など、地方債の元利償還金に準ずるもの。

・ 将来負担比率
【一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率】
    一般会計等が将来負担すべき実質的な負債が、その標準的な年間収入の何倍であるかを示す。
    この比率が高くなるほど、今後の財政運営が圧迫される可能性が高くなる。

将来負担額－
  将来負担比率　＝ (充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・ 資金不足比率
【公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率】
    公営企業ごとの資金の不足額が、料金収入などの収益に対してどの程度あるかを示す。
    この比率が高くなるほど、資金不足解消の困難度が増し、より多くの経営改善策が必要となる。

資金の不足額
事業の規模

◎　各基準について

・ 早期健全化基準
    自主的かつ計画的に財政の健全化を図ることが必要となる基準。
    ４つの健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）のうち一つでも基
  準値に達すると、「財政健全化計画」を策定しなければならない。

・ 財政再生基準
    健全化段階よりさらに悪化し、自主的な財政の健全化が困難とみなされる基準。
    実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のうち一つでも基準値に達すると、「財政再生計画」を策定
  しなければならない。

・ 経営健全化基準
    公営企業において早期健全化段階になるとみなされる資金不足比率の基準。
    この基準値に達すると、公営企業ごとに「経営健全化計画」を策定しなければならない。

  実質赤字比率　＝

  連結実質赤字比率　＝

  資金不足比率　＝

用　語　解　説
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１　予算の執行状況（平成30年9月30日現在）
　⑴　一般会計

歳入

当 初 予 算 額 繰 越 額 補 正 額 予算現額(A) 収入済 額 (B) Ｂ／Ａ×100

　　　　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 ％

市 税    231763130    231763130    106819731 46.1

地 方 譲 与 税      3302279     3302279       940237 28.5

利 子 割 交 付 金       434054      434054       208288 48.0

配 当 割 交 付 金      1349486     1349486       199812 14.8

株式等譲渡所得割交付金      1281602     1281602  0.0

分離課税所得割交付金       227788      227788  0.0

県民税所得割臨時交付金      3136007     3136007      3099887 98.8

地 方 消 費 税 交 付 金     23064201    23064201     12782470 55.4

ゴルフ場利用税交付金        54696       54696        22316 40.8

自 動 車 取 得 税 交 付 金      1047000     1047000       343183 32.8

軽 油 引 取 税 交 付 金      5374000     5374000      2286887 42.6

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

       29658       29658  0.0

地 方 特 例 交 付 金      1200000     1200000      1196128 99.7

地 方 交 付 税     44000000       760000    44760000     30495388 68.1

交通安全対策特別交付金       373000      373000       164301 44.0

分 担 金 及 び 負 担 金      5379082         994      150300     5530376       304546 5.5

使 用 料 及 び 手 数 料     14382046    14382046      7325639 50.9

国 庫 支 出 金    130165491     5233481    11369577   146768549     51623016 35.2

県 支 出 金     27748202      334388     1810871    29893461      2976981 10.0

財 産 収 入      2389344     2389344       260909 10.9

寄 附 金       140564      140564       180901 128.7

繰 入 金     35333584       70700      788265    36192549      1038779 2.9

繰 越 金            1     1378285     1378286      3827326 277.7

諸 収 入     41928632    41928632      4546351 10.8

市 債     76864100    13248400    10606633   100719133  0.0

   650967947    20266248    25485646   696719841    230643076 33.1

歳出

当 初 予 算 額 繰 越 額 補 正 額 予算現額(C) 支出済 額 (D) Ｄ／Ｃ×100

　　　　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 ％

議 会 費      1633908     1633908       796092 48.7

総 務 費     45674754     2589462    48264216     17592740 36.5

民 生 費    203570406      591532      638407   204800345     77985197 38.1

衛 生 費     68172511     1505892       48193    69726596     28495934 40.9

農 林 水 産 業 費      4206036      393812       59000     4658848      1335213 28.7

商 工 費     22236299         960        1440    22238699     12363882 55.6

土 木 費     94140006    14169792   108309798     55294808 51.1

消 防 費     13683571       61939       35098    13780608      5527978 40.1

教 育 費     95741646      721359    96463005     39621820 41.1

災 害 復 旧 費      231500    24697947    24929447        48449 0.2

公 債 費     83729330    83729330         3016 0.0

諸 支 出 金     17779480    17779480  

予 備 費       400000        5561      405561  

   650967947    20266248    25485646   696719841    239065129 34.3

(注)予備費支出については、補正額に含む。

歳 出 合 計

区 分

区 分

歳 入 合 計

Ⅱ 平成30年度の財政状況 

- 13 -



　⑵　特別会計

収 入 済 額 収入率 支 出 済 額 執行率

億　　 万　千円 億　　 万　千円 億　　 万　千円 億　　 万　千円 億　　 万　千円 ％ 億　　 万　千円 ％

住宅資金貸付       3476       3476        149 4.3         65 1.9

母子父子寡婦
福祉資金貸付

    625489     625489     438828 70.2     192006 30.7

物 品 調 達      39777      39777      22844 57.4      19095 48.0

公 債 管 理  160365193   160365193   35679100 22.2   45088508 28.1

広島市民球場    1584261    1584261     115794 7.3     189233 11.9

用地先行取得     177785     177785        132 0.1        522 0.3

西 風 新 都    3566474    3566474     104679 2.9         43 0.0

後期高齢者医療   13909531   13909531    5098598 36.7    4340114 31.2

介 護 保 険   92827300   92827300   38384647 41.4   37477130 40.4

国民健康保険  116712161  116712161   44932230 38.5   46469946 39.8

競 輪   14069834   14069834    4161253 29.6    3305015 23.5

中央卸売市場    2952737    2952737     714412 24.2     919673 31.1

国民宿舎湯来
ロ ッ ジ 等

     64758      64758  0.0       2498 3.9

駐 車 場     719805     719805     296955 41.3      38759 5.4

開 発    3624959    3624959      22743 0.6       3801 0.1

市立病院機構
資 金 貸 付

   7703949    7703949    2144529 27.8  0.0

元宇品町財産区       4147        4147        286 6.9        548 13.2

三 入 財 産 区        441          441       6659 1,510.0         27 6.1

砂 谷 財 産 区        352         352      11528 3,275.0  

 418952429    418952429  132135366 31.5  138046983 33.0

２　市有財産の状況（平成30年9月30日現在）

合 計

会 計 名 予 算 現 額

執 行 状 況

歳 入 歳 出

土 地 5,120万5,221.74　㎡

当初予算額 繰 越 額 補 正 額

そ の 他 1,021億7,961万6千円

建 物 406万6,837.52　㎡

工 作 物 7万3,693　件

立 木 竹 60万9,653.15　㎥

積 立 金 1,184億8,085万3千円
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３　市債及び一時借入金の状況

　⑴　市債（平成30年9月30日現在）

　⑵　一時借入金（平成30年9月30日現在）
（単位：億円）

（注） 平成30年4月から9月までの間に、一時借入れは行っていない。

現在高

0    

区分

一般会計

限度額

900    

市立病院機構資金貸付債 3.0％ 

95.2％ 

一 

般 

会 

債 

計 
37.5％ 

土 

木 

債 

衛生債 
4.6％ 

退職手当債 2.9％ 

臨時財政対策債  
         31.4％ 

減税補塡債その他 11.5％ 

広島市民球場債 0.7％ 

 未償還額 
 
1兆1,276億 
5,276万円 

特別会計債 4.8％ 

母子父子寡婦福祉資金貸付債その他 1.1％ 

教育債  
7.3％ 
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